
申し入れ（全労働省労働組合和歌山支部）議事概要等（令和７年３月６日） 

 

 

和歌山労働局長（当局）は、令和７年２月21日（木）に全労働和歌山支部執

行委員長（全労働省労働組合和歌山支部）から、春季統一要求他に係る申し入

れを受け、令和７年３月６日（木）にその対応を行った。 

この申し入れの概要は次のとおりである。 

 

【全労働和歌山支部】  

１ 労働行政体制の拡充について 

政府の重要施策である「働き方改革」「三位一体の労働市場改革」や新た

な総合経済対策などさまざまな施策を担っている労働行政の役割に相応しい

体制確立のため、非常勤職員を含めて、労働行政職員を大幅に増員すること、

窓口取扱時間（受付時間）の設定部署を拡大するとともに、開庁延長の縮小

を図ること。 

 

２ 賃金・諸手当について 

国家公務員の賃金を月額平均28,000円(6.9%)以上(行政職(一))引き上げる

こと。物価高騰に対応するため、公務員賃金を職員の生活と労働の実態に相

応しい水準に改善すること。公務の特殊性を踏まえて退職手当制度を改善す

ること。一時金の支給月数を引き上げるとともに、勤勉手当を廃止して期末

手当に一本化すること。職務給の原則にそぐわない地域手当による地域間格

差を行為へ純化して解消すること。通勤手当について、全額実費支給とし、

すべて非課税とすること。特に、交通用具利用者分について駐車場や駐輪場

の利用料等を勘案した支給額に引き上げること。 

 

３ 都道府県労働局のあるべき人事制度について 

労働行政のすべての分野における専門性の維持・向上を図るため、技官の

採用・育成を直ちに再開するとともに、安全衛生業務を担う職員を育成する

こと。 

また、労災 補償・適用徴収業務の専門職員である基準系事務官について、

十分な採用数を確保すること。加えて誰もが安心して業務に専念できる人事

制度を確立するとともに、制度の構築に当たっては新人事制度がもたらした

弊害を十全に検証すること。 

 

 



４ 雇用施策の充実について 

労働基準、職業安定及び雇用均等の各機関は、国の責任で相互に連携しつ

つ全国斉一に労働者の権利保障を担っていることから、労働者保護の後退に

つながる地方移管・民間開放を行わないこと。 

   

５ その他 

定年延長をはじめとする高齢期雇用の課題、人事評価制度、公務員宿舎の

改善、人事異動、労働時間・休暇制度、民主的公務員制度と労働基本権の確

立、民主的な労働行政の運営、職員の健康・安全の確保、労働条件、職場環

境等の改善等について要求事項を踏まえた改善を図ること。 

 

以上を踏まえ、ここに春季統一要求書他を提出するので、各々の要求項目

について誠実な対応を要望する。 

 

 

 

【当局】 

要求事項については、内容を検討の上、関係機関に働きかける等してまいり

たい。 


